
 

【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－１   

事業名 

 防災集団移転関連下水道施設整備事業（大船渡北地区） 

事業費 

 総額 26,831,520円（工事請負費 26,831,520 円） 

事業期間 

 平成 25年度 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

東日本大震災により大船渡町は 1,768 戸が被災した。そのうち大船渡北地区にお

いて住宅の集団移転が計画されている。移転用地に下水道施設が布設されていない

ことから、下水道施設（管路）の整備を行う。 

【事業地区】 

 盛地区 

事業結果 

  H25 防災集団移転大船渡北地区管渠布設工事 

   ・施工延長 L=397ｍ 

   防災集団移転に伴う大船渡北地区点字ブロック設置工事 

   防災集団移転に伴う大船渡北地区舗装復旧工事 

 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道施設の整備をはじめとする一連の防災集団移転促進事業に係る工事によ

り、被災した住宅再建を図る基盤を整備することができ、津波による被害を受けな

い高台への移転が図られるとともに、当該事業により良好な下水環境の整備を図る

ことができた。 

 ① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   下水道施設の整備を行うことによって、大船渡北地区防災集団移転団地内へ

移転する被災者をはじめ、地区住民の良好な下水環境が確保されたことによ

り、事業の有用性は高いと評価できる。 

 ② コストに関する調査・分析・評価 

   当該事業の設計・積算にあたっては、岩手県積算基準等に基づき積算し、大

船渡市財務規則に基づく入札及び契約を行っていることから、当該事業のコス

トは妥当であると評価できる。 

 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価    

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

工事施工 H25.５～H26.３ H26.３～H26.９ 
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当該事業による下水道施設の整備において、防災集団移転促進事業による宅

地造成工事と一体となって事業を進め、宅地造成工事や道路事業の完成時期を

遅らせるようなことなく、完了することができた。 

   また、下水道施設の整備により、防災集団移転住宅団地内外の下水環境が良

好となっていることから、当該事業の事業手法は妥当であると評価できる。 

 

事業担当部局 

 大船渡市上下水道部下水道事業所 電話番号 0192-27-3111 

 

 

【位置図】 
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【整備前】 

 

 

【整備後】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－２   

事業名 

 防災集団移転関連下水道施設整備事業（平地区） 

事業費 

 総額 74,783,100円（測量設計費 4,399,500 円、工事請負費 70,383,600円） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

東日本大震災により大船渡町は 1,768 戸が被災した。そのうち平地区において住

宅の集団移転が計画されている。移転用地に下水道施設が布設されていないことか

ら、下水道施設（管路）の整備を行う。 

【事業地区】 

 大船渡地区 

事業結果 

  H25    防災集団移転下水道実施設計業務 

       ・測量設計業務 一式 

 H25～26  復興関連事業平地区第 363 号外管渠布設工事 

       ・施工延長 L=601ｍ 

       復興関連事業平地区マンホールポンプ設置工事 

       ・マンホールポンプ 機械設備 １箇所 

       ・マンホールポンプ 電気設備 １箇所 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道施設の整備をはじめとする一連の防災集団移転促進事業に係る工事によ

り、被災した住宅再建を図る基盤を整備することができ、津波による被害を受けな

い高台への移転が図られるとともに、当該事業により良好な下水環境の整備を図る

ことができた。 

 ① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   下水道施設の整備を行うことによって、平地区防災集団移転団地内へ移転す

る被災者をはじめ、地区住民の良好な下水環境が確保されたことにより、事業

の有用性は高いと評価できる。 

 ② コストに関する調査・分析・評価 

   当該事業の設計・積算にあたっては、岩手県積算基準等に基づき積算し、大

船渡市財務規則に基づく入札及び契約を行っていることから、当該事業のコス

トは妥当であると評価できる。 

 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価    

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

実施設計 H25.５～H26.３ H25.５～H26.３ 

工事施工 H25.５～H26.３ H26.３～H26.９ 
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当該事業による下水道施設の整備において、防災集団移転促進事業での宅地

造成工事と一体となって事業を進め、宅地造成工事や道路事業の完成時期を遅

らせるようなことなく、完了することができた。 

   また、下水道施設の整備により、防災集団移転住宅団地内外の下水環境が良

好となっていることから、当該事業の事業手法は妥当であると評価できる。 

 

事業担当部局 

 大船渡市上下水道部下水道事業所 電話番号 0192-27-3111 

 

【位置図】 
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【整備前】 

 

 

【整備後】 
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【施工写真】 

 

 

【施工写真】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－３ 

事業名 

 体育及び部活動支援バス運行事業 

事業費 

 総額 60,536,900円（委託料 60,536,900円） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 29年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

東日本大震災により被災し仮設校舎を利用する学校や、被災者の住環境を確保するため、校

庭に応急仮設住宅が整備された学校など、近隣において運動場を確保できない学校を対象に、

代替運動場等への移動手段を確保し、体育活動や部活動の円滑な実施に資することを目的とす

る。 

事業対象は平成 28年度までは応急仮設住宅設置校９校及び仮設校舎利用校１校。（対象校の

配置は別紙図面のとおり） 

平成 29年度は応急仮設住宅設置によるグラウンド未返還の２校のみを対象として運行。（８

月まで運行） 

【事業地区】 

 市内全域 

事業結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応急仮設住宅の撤去又は校舎再建などにより校内に屋外運動場の確保・再建を行うまでの

間、代替運動場等へ部活動及び体育活動を目的に移動する際のバス運行を行った。 

対象校は平成 28 年度までは応急仮設住宅の設置校９校及び全壊被害により仮設校舎を利用

し、屋外運動場が十分に確保出来ない赤崎中学校の全１０校とした。（全壊した残り２校は隣

接学区の校舎内に併設の処置となった。） 

平成 29 年度は応急仮設住宅設置によるグラウンド未返還の２校のみを対象に、グラウンド

が返還される８月まで運行した。 

◎対象校 

（～平成 28年度） 

  盛小学校、末崎小学校、蛸ノ浦小学校(赤崎小学校を併設)、猪川小学校、 

大船渡北小学校、第一中学校、大船渡中学校、末崎中学校、赤崎中学校、 

綾里中学校 

（平成 29年度） 

第一中学校、大船渡中学校 

 ◎運行実績 

  平成 25年度 実施回数 170回  事業費  7,648,950円 

  平成 26年度 実施回数 411回  事業費 16,518,632円 

  平成 27年度 実施回数 290回  事業費 15,252,282円 
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  平成 28年度 実施回数 298回  事業費 17,092,991円 

  平成 29年度 実施回数  68回  事業費  4,024,045円  （８月で事業終了） 

事業の実績に関する評価 

 東日本大震災による応急仮設住宅の設置などにより、校内の屋外運動場の利用が大きく制限

され又近隣での屋外運動場の確保が困難であった状況下において、屋外運動場の確保・再建ま

での間実施したものであり、これにより体育活動及び部活動の円滑な実施が図られたと評価で

きる。また、本事業の実施により、児童生徒の運動能力の維持、健康の増進、発表機会の確保

が図られたと評価できる。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

 代替運動場等への移動手段を確保したことにより、体育活動及び部活動が円滑に実施され

たと評価できる。 

② コストに関する調査・分析・評価 

  本事業の設計・積算は、「一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の変更命令について」

（東北運輸局 平成 26年３月 26日公示第 134号）に基づき行っており、契約は大船渡市財

務規則に基づき複数事業者から見積を徴し、最低価格業者と契約していることから、本事業

のコストは適当であったと評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託 

（バス運行） 

Ｈ25～Ｈ27 Ｈ25～Ｈ29 

  対象を応急仮設住宅設置校及び仮設校舎利用校という屋外運動場利用が大幅に制限され

る学校に限定し、各学校の部活動及び体育活動や代替運動場の確保状況などの実情に即した

バス運行を行っており、体育活動及び部活動の円滑な実施が図られたことから、事業の有効

性が高く、事業手法についても適当であったと評価できる。 

  ※当初の復興交付金申請に係る想定事業期間については、H25～H27 であるが、応急仮設

住宅撤去及び屋外運動場の整備などの進捗状況により、使途協議を行い H25～H29 とな

ったもの。 

事業担当部局 

 大船渡市教育委員会事務局学校教育課 電話番号 0192-27-3111 
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【位置図及び事業対象校】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－４ 

事業名 

 大船渡市コミュニティバス事業（事業費） 

事業費 

 総額 68,163,511円（委託料 68,163,511円） 

（内訳） 

契約年度 契約名 事業費（円） 

H25 吉浜地区コミュニティバス社会実験運行業務 1,112,000 

H25 コミュニティバスマグネット看板作成業務 25,200 

H26 吉浜地区コミュニティバス社会実験運行業務 5,024,000 

H26 越喜来地区コミュニティバス実証実験車両運行委託業務 8,239,000 

H26 日頃市地区コミュニティバス実証実験車両運行業務 6,238,381 

H26 末崎地区コミュニティバス実証実験車両運行業務 9,176,900 

H27 日頃市地区デマンド交通実証実験運行委託 580,430 

H27 大船渡市タクシーチケット配布実証実験業務 11,664,000 

H28 大船渡市タクシーチケット配布実証実験業務 7,041,600 

H29 大船渡市タクシーチケット配布実証実験業務 14,958,000 

H29 大船渡市コミュニティバス事業等効果検証業務 4,104,000 

計 68,163,511 
 

事業期間 

 平成 25年度から平成 29年度まで 

事業目的・事業地区 

 【事業目的】 

東日本大震災の被災者向けコミュニティバス実験運行により、防災集団移転促進事業

完了後を見据えて、交通弱者の移動手段を確保するものである。 

【事業地区】 

・コミュニティバス：吉浜地区、越喜来地区、日頃市地区、末崎地区 

・デマンド交通：日頃市地区 

・タクシーチケット配布：盛町、大船渡町、末崎町、赤崎町、猪川町、立根町 

事業結果 

 

 

 

 

 

■平成 25～26年度吉浜地区コミュニティバス社会実験運行業務 

  地域公共交通の形態を検討するため、実証実験としてコミュニティバスを運行したも

の。 

委 託 先：三光運輸有限会社 

運行期間：H26.３.３～H26.３.31、 H26.４.１～H26.７.31（土日祝日は除く） 
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 運行内容：運賃無料、定時定路線、ワゴン車 

 利用実績：利用者数 延べ 326人、３.１人/日 

■平成 26年度越喜来地区コミュニティバス実証実験車両運行委託業務 

地域公共交通の形態を検討するため、実証実験としてコミュニティバスを運行したも

の。 

委 託 先：三光運輸有限会社 

運行期間：H26.８.１～H27.３.31（土日祝日、年末年始は除く） 

運行内容：運賃無料、定時定路線、マイクロバス 

 利用実績：利用者数 延べ 754人、４.７人/日 

■平成 26年度日頃市地区コミュニティバス実証実験車両運行業務 

  地域公共交通の形態を検討するため、実証実験としてコミュニティバスを運行したも

の。 

委 託 先：岩手県タクシー協会大船渡支部（現 気仙支部） 

運行期間：H26.10.１～H27.３.31（土日祝日、年末年始は除く） 

 運行内容：運賃 200 円均一（未就学児、小中学生の通園・通学利用は無料）、定時定路

線、ジャンボタクシー 

 利用実績：利用者数 延べ 1,163人（一般 225人、小学生 938人）、９.８人/日 

■平成 26末崎地区コミュニティバス実証実験車両運行業務 

  地域公共交通の形態を検討するため、実証実験としてコミュニティバスを運行したも

の。 

委 託 先：有限会社碁石観光企画 

運行期間：H26.10.１～H27.３.31（土日祝日、年末年始は除く） 

 運行内容：運賃 200 円均一（未就学児、小中学生の通園・通学利用は無料）、定時定路

線、マイクロバス 

 利用実績：利用者数 延べ 1,663人、９.４人/日 

■コミュニティバスマグネット看板作成業務 

  コミュニティバスの運行にあたり、車両掲示用マグネット看板の作製を、委託したも

の。 

委 託 先：三看板 

 看板仕様：Ｗ510×Ｈ300、耐候性、耐水性、マグネット式、２枚 

■平成 27年度日頃市地区デマンド交通実証実験運行委託 

  バス路線を廃止した日頃市地区において、住民の移動手段を確保するために、デマン

ド型の予約制タクシーを運行したもの。 

委 託 先：岩手県タクシー協会大船渡支部（現 気仙支部） 

運行期間：H27.10.１～H28.３.31（土日祝日、年末年始は除く） 

運行内容：登録予約制のデマンドタクシー、日頃市町内 500円 町外 1,000円 

 利用実績：登録者 87名 
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利用者数 延べ 214人（日頃市地区内 23人、地区外 191人） 

      運行日数 86日 

 

■平成 27～29年度大船渡市タクシーチケット配布実証実験業務 

  自動車免許を持っていない（返納者含む）交通不便地域に住む 75 歳以上の高齢者を

対象に、タクシーチケットを有償配布したもの。 

委 託 先：株式会社ＫＣＳ三陸事務所 

委託期間：H27.11.１～H28.３.31、 H29.１.７～H29.３.31、H29.４.３～H30.３.31 

 販売内容：H27 530円券×10枚＝5,300円を 2,600円で販売 

      H28 530円券×６枚＝3,180円を 1,500円で販売 

      H29 530円券×24枚＝12,720円を 6,300円で販売（12枚での販売も実施） 

利用実績：登録者 118名 

      販売枚数 2,504枚（H27:260枚 H28:360枚 H29:1,884枚） 

利用枚数 2,336枚（H27:238枚 H28:334枚 H29:1,764枚） 

 

■平成 29年度大船渡市コミュニティバス事業等効果検証業務 

  今後の交通ネットワーク再編に向けた資料とするため、各種交通実証実験について、

利用者アンケートを行い、本格運行に向けて評価・効果検証を行ったほか、市民アンケ

ートを実施し、移動実態、公共交通の利用状況とその満足度、今後求めるサービスなど

の把握を行った。 

委 託 先：株式会社ＫＣＳ三陸事務所 

委託期間：H29.４.３～H30.３.31 

 実  績：アンケート調査結果 

 回答数/配布数 回答概要 

デマンド交通 44/97 運賃の評価が高い 

患者輸送バス 17/17 運賃と運行時間、運行本数の評価が高い 

タクシーチケット 66/86 営業時間帯と使いやすさの評価が高い 

市民アンケート 635/2000 ・公共交通を日常的に利用している人 11.2％ 

・運行時間、乗り継ぎに係る改善要望が多い。 

・通院・通学向けの新たな交通サービスを望む人が多い。 
 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

当市の公共交通を取り巻く環境は、東日本大震災の影響による人口減少の加速、復興事

業に伴う新たな市街地の形成など、段階的に変化しており、これらの変化に対応した交通

サービスの提供が課題となっている。 

 そこで、市では、市総合交通ネットワーク計画に基づき、誰もが外出の手段を確保でき

るように、市民の日常生活を支える交通サービスの提供や持続可能な交通体系の構築を目

指し、当該事業により各種実証実験を行った。 
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① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   本事業で実施した各種実証実験の結果に基づき、平成 30 年３月に「大船渡市地域

公共交通網形成計画」を策定。当市の公共交通指針及び施策体系の構築に有益に活用

され、住民の移動手段の確保につながっていることから評価できる。 

② コストに関する調査・分析・評価 

   各種実証実験は、地元の交通事業者等による委託運行で、単価契約により実績に基

づいて委託料を支払っており、大船渡市財務規則等に基づき契約手続きを行っている

ことから、本事業のコストは妥当であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

吉浜地区コミバス H26.３ H26.３.３～H26.３.31 

マグネット看板作成 H26.２ H26.２.27 

越喜来地区コミバス H26.８～H27.３ H26.８.１～H27.３.31 

日頃市地区コミバス H26.10～H27.３ H26.10.１～H27.３.31 

末崎地区コミバス H26.10～H27.３ H26.10.１～H27.３.31 

日頃市地区デマンド H27.７～H28.３ H27.７.31～H28.３.31 

タクシーチケット H27.11～H28.３ H27.11.１～H28.３.31 

タクシーチケット H29.１～H29.３ H29.１.６～H29.３.31 

タクシーチケット H29.４～H30.３ H29.４.３～H30.３.31 

   実証実験の実施については、大船渡市地域公共交通会議や地区懇談会に諮ってお

り、交通関係者や行政だけでなく、各種市民団体等の意見も反映させた実験内容とな

っている。 

また、実証実験は、既存の地元公共交通事業者もしくは公共交通事業者で組織する

協会に業務委託しており、公共性の保たれた内容であると評価できる。 

デマンド交通、患者輸送バスの一般乗車、タクシーチケット配布については、これ

までの実証実験の結果、交通サービスとして有効だと認められることから、内容の見

直し・改善を図りながら、市の一般財源により平成 30年度以降も継続中である。 

事業担当部局 

 大船渡市商工港湾部企業立地港湾課 電話番号 0192-27-3111 
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事業の実施状況・成果品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実証実験パンフレット 

平成 26末崎地区コミュニティバス   平成 27年度日頃市地区デマンド交通  平成 28年度タクシーチケット配布 

平成 29年度大船渡市コミュニティバス 

事業等効果検証業務 

市民アンケート調査票 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－5 

事業名 

 道路計画策定事業 

事業費 

 総額19,050,120円 

測量設計費 

 

19,050,120 

 

円 

 

平成26年度 

事業期間 

 平成25年度から平成26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

東日本大震災の津波により、大船渡市では5,532世帯が被災したことから集団

移転促進事業や土地区画整理事業が各地区で進められている。このことから、

被災地域の復興計画を考慮し、新たな道路計画を策定する。 

【事業地区】 

 市内 主要箇所 

事業結果 

 平成25年度  測量･設計･調査 

平成26年度  測量･設計･調査 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災地域の復興計画を考慮し、新たな道路計画を策定する。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

防災集団移転団地のへのアクセス向上などの問題点を調査、分析すること

により被災者の生活再建や快適なまちづくりの計画に活用できたことか

ら、十分な効果が発揮されたと評価できる。 

② コストに関する調査・分析・評価 

本事業の設計積算及び契約に当たっては、県の積算基準及び大船渡市財務

規則に基づいており、適切であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価  

  項目 想定事業期間 実際の事業期間 

測量設計 H25.６～H26.12 H25.６～H26.12 

防災集団移転が各地で進められ、被災地域における新たな交通の流れを検

討し、実現可能な計画を立案することができたことから、本事業は妥当であ

ったと評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市都市整備部建設課 電話番号0192-27-3111 
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【位置図】 
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【写真】 

測量設計 成果品  
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－６ 

事業名 

 災害誌編纂事業 

事業費 

 総額 12,563,640円（委託料 12,563,640円） 

事業期間 

 平成 26年度から平成 27年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

東日本大震災における大船渡市の被害状況や災害対策本部を中心とした災害対

応等の状況を記録することにより、震災の記憶を風化させることなく次世代に引き

継ぐとともに、市民の防災意識の醸成を図り、今後の防災対策の改善や行政機関等

の防災力の向上に資することを目的とする。 

【事業地区】 

 市内全域 

事業結果 

  大船渡市東日本大震災記録誌 2,000部（Ａ４・オールカラー・290ページ） 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 東日本大震災記録誌の作成に当たり、大船渡市災害対策本部の各部や各地区本

部、関係団体などからヒアリング調査を実施し、当時の災害対応状況をとりまとめ

検証することにより、今後の防災対策の改善のための問題点や課題を抽出し、市の

応急活動体制の見直しを行うことができた。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

東日本大震災記録誌は、大船渡市の震災の記憶を留め、当時の様々な記録、

体験等を後世に伝えることにより、災害への備えとするとともに、次代の防災

力向上に資することを目的としており、関係者への配布や市ホームページへ掲

載するなど、有益に活用されていることから評価できる。 

② コストに関する調査・分析・評価 

東日本大震災記録誌を作成するにあたり、プロポーザルにより受託業者を選

定していることから、本事業のコストは妥当であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

災害誌編纂 H26.４～H27.３ H26.４～H27.７ 

   本事業については、当初は、平成 26 年度中の完成を想定していたが、大船

渡市災害対策本部の各部や各地区本部、関係団体などからヒアリング調査を実

施し、原稿作成作業を実施した結果、校正作業に相当の時間を要することが判

明したため、事業期間を４カ月延長したが、事業の進捗に大きな支障は生じて

いないことから、事業手法は妥当であると評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市総務部防災管理室 電話番号 0192-27-3111 
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【東日本大震災記録誌】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－７、★Ｄ－23－23－21 

事業名 

 避難誘導標識等設置事業 

事業費 

 総額 71,850,848円（委託料 71,850,848円） 

事業期間 

 平成 26年度から令和元年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

東日本大震災の教訓を踏まえ、市民の生命を守るためには、津波からの迅速な避

難行動が非常に重要である。 

東日本大震災の津波により、津波の浸水区域内に設置されていた多くの避難誘導

標識等が損壊、流出したため、避難所までの経路を示す避難誘導標識を設置する。 

【事業地区】 

 市内全域 

事業結果 

 平成 26年度 

 太陽電池式避難誘導標識設置（市内６カ所） 

平成 27年度 

 太陽電池式避難誘導標識設置（市内 18カ所） 

 電柱巻付式避難誘導標識設置（市内 24カ所） 

 郵便差出箱海抜表示シール設置（市内 48カ所） 

平成 28年度 

 太陽電池式避難誘導標識設置（市内 10カ所） 

平成 29年度 

 太陽電池式避難誘導標識設置（市内 12カ所） 

平成 30年度 

太陽電池式避難誘導標識設置（市内 12カ所） 

令和元年度 

 太陽電池式避難誘導標識設置（市内 10カ所） 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

東日本大震災の津波により、多くの避難誘導標識等が損壊、流出したことから、

避難所までの経路を示す避難誘導標識を設置し、地域住民の迅速かつ安全な避難の

確保を図った。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   避難誘導標識を設置することにより、避難場所までの経路を示すとともに、
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平時から津波避難に関する啓発が図られている。 

また、防災集団移転事業等により新たに形成される住宅地のより強固な安全

確保に寄与するものであり、有益に活用されており、十分な効果が発揮された

と評価できる。 

② コストに関する調査・分析・評価 

   本事業の積算・設計に当たっては、岩手県積算基準等に基づいていることか

ら、本事業のコストは、妥当であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

平成 26年度 想定事業期間 実際の事業期間 

太陽電池式 H26.10.17～H27.２.27 H26.10.17～H27.２.13 

 

平成 27年度 想定事業期間 実際の事業期間 

太陽電池式 H27.11.19～H28.３.22 H27.11.19～H28.３.22 

電柱巻付式 H27.10.28～H27.12.18 H27.10.28～H27.12.17 

郵便差出箱海抜表示 H27.10.28～H27.12.18 H27.10.28～H27.12.17 

 

平成 28年度 想定事業期間 実際の事業期間 

太陽電池式 H28.６.13～H29.３.31 H28.６.13～H29.３.27 

 

平成 29年度 想定事業期間 実際の事業期間 

太陽電池式 H29.７.4～H30.３.30 H29.7.4～H30.３.27 

 

平成 30年度 想定事業期間 実際の事業期間 

太陽電池式 H30.6.4～H31.3.29 H30.６.４～H31.3.26 

 

令和元年度 想定事業期間 実際の事業期間 

太陽電池式 R元.７.26～R２.３.20 R元.７.26～R２.３.20 

避難誘導標識については、夜間や停電時の視認性を確保するため、太陽電池

式の避難誘導標識としており、道路の復旧工事等の進捗に併せて整備を行い、

道路の復旧工事が完了していない場所については、電柱巻付式の避難誘導標識

を設置した。 

また、浸水区域内に設置されている郵便差出箱を活用し、海抜表示や指定避

難所を表示していることから、本事業の事業手法は妥当であると評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市総務部防災管理室 電話番号 0192-27-3111 
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平成 26 年度整備分 位置図（大船渡町）  

新設５（内照
式） 
  

新設４（内照
式） 
  

新設１（内照
式） 
  

新設３（内照
式） 
  

新設６（内照
式） 
  

新設２（内照
式） 
  

■ 太陽電池式避難誘導標識位置図 
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平成 27 年度整備分 位置図 
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太陽電池式津波避難誘導標識内照式（単独柱）

太陽電池式津波避難誘導標識外照式（単独柱）

太陽電池式津波避難誘導標識外照式（添架）

壁面貼付

９:大船渡町茶屋前7-7地先

10:大船渡町茶屋前34-6地先

１:大船渡町笹崎5-3地先 ６:大船渡町野々田12-3地先

２:大船渡町笹崎6-8地先

３:大船渡町野々田11-19地先

７:大船渡町野々田12-1地先

５－１:大船渡町笹崎55-6地先

８:大船渡町茶屋前6-5地先

４－１:大船渡町野々田11-5地先

５－２・３:大船渡町笹崎55-6地先

４－２:大船渡町野々田13-2地先

平成 28 年度整備分 位置図（大船渡町） 
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太陽電池式津波避難誘導標識内照式（単独柱）

太陽電池式津波避難誘導標識外照式（単独柱）

太陽電池式津波避難誘導標識外照式（添架）

４:赤崎町字生形58-2地内（赤崎グラウンド奥)

12 :三陸町越喜来字所通26-1地内

５:赤崎町字生形58-2地先（赤崎グラウンド入り口付近）

８:赤崎町字合足102-1地先

11:三陸町越喜来字小出29-1地先

９:三陸町綾里字田浜上79－2地内

２:末崎町字大田37-214地先

７:赤崎町字清水77－3地先

６:赤崎町字山口81-1地先
10:三陸町綾里字平舘1-1地先

１:末崎町字峯岸150-10地先

３:末崎町字大浜221-110地先

撤去 :赤崎町字山口80-15地内（漁村センター）

平成 29 年度整備分 位置図 
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太陽電池式津波避難誘導標識内照式（単独柱）

太陽電池式津波避難誘導標識外照式（単独柱）

太陽電池式津波避難誘導標識外照式（添架）

１:末崎町字高清水182-7地先

２:末崎町字鶴巻1-3地先

３:赤崎町字大立56-13地先

４:赤崎町字山口134-8地先

５:赤崎町字清水18-13地先

６:赤崎町字鳥沢67-1地先

７:三陸町綾里字八ヶ森144地先

８:三陸町綾里字大明神116-6地先

11:三陸町越喜来字東崎浜77-1地先

12:三陸町吉浜字中井69-24地先

10:三陸町越喜来字前田7-24地先

９:三陸町綾里字白浜33-1地先

平成 30 年度整備分 位置図 
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④盛町字中道下2-19地先

⑨大船渡町字砂子前87-1地内

⑩大船渡町字砂子前24-3地内

①末崎町字峰岸151-11地内

②三陸町字越喜来肥の田30-2地先

③三陸町吉浜字沖田157地先

大船渡駅周辺：別紙参照

⑦大船渡町字野々田7-14地先

⑤大船渡町字茶屋前99地先

⑥大船渡町字茶屋前94-4地先⑧大船渡町字野々田8-12地先

令和元年度整備分 位置図 
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■ 電柱巻き付け式避難誘導標識位置図 
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位置図（盛町）

31 田中島25-2地先

32 田中島13-6地内

33 二本枠16-11地先

35 御山下2-14地先

38 下舘下1-32地先

36  下舘下54地内

37 下舘下2-15地先

34 内ノ目14-32地先

39 下舘下5-12地先

40 下舘下7-25地内
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位置図（大船渡町）

42 上山2-1地先

41 上山1-1地先
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位置図（末崎町）

44 細浦149-3地内

46 神坂106-1地先

45 細浦147-1地先

43 内田88-2地先

47 神坂12-2地内
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位置図（赤崎町）

48 山口85-15地先

49 山口85-7地先
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位置図（赤崎町蛸ノ浦）

52 鳥沢94-1地先

51 蛸ノ浦71-1地内

50 蛸ノ浦69-4地先
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位置図（三陸町越喜来）

54 杉下114-2地先

53 杉下105-2地内
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■ 郵便差出箱海抜表示シール取付位置図 
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位置図（盛町・大船渡町北部・赤崎町北部）

赤崎町01

盛町04

盛町05

盛町02

盛町03

盛町01

赤崎町02

赤崎町04

大船渡町02

赤崎町03大船渡町03

大船渡町07

大船渡町04

大船渡町06

大船渡町05

盛町06

盛町07

大船渡町01
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位置図（大船渡町南部・赤崎町南部）

位置図（赤崎町 長崎）

赤崎町05

赤崎町07

赤崎町06

大船渡町08
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位置図（末崎町）

末崎町01

末崎町03

末崎町02
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位置図（三陸町綾里）

位置図（三陸町綾里 小路）

位置図（三陸町綾里 小石浜 砂子浜）

三陸町綾里07

三陸町綾里06

三陸町綾里08

三陸町綾里09

三陸町綾里01

三陸町綾里05

三陸町綾里04

三陸町綾里03

三陸町綾里02

三陸町綾里10

三陸町綾里11
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位置図（三陸町越喜来）

位置図（三陸町越喜来 甫嶺） 位置図（三陸町越喜来 東崎浜）

三陸町越喜来07

三陸町越喜来01

三陸町越喜来05

三陸町越喜来04

三陸町越喜来08

三陸町越喜来03

三陸町越喜来06

三陸町越喜来02

三陸町越喜来09
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位置図（三陸町吉浜）

位置図（三陸町吉浜 千歳）

三陸町吉浜02

三陸町吉浜03

三陸町吉浜01

三陸町吉浜04
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【太陽電池式誘導標識】 

 

 

【電柱巻き付け式誘導標識】 
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【郵便差出箱海抜表示シール】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－８ 

事業名 

 津波ハザードマップ作成事業 

事業費 

 総額 4,410,000円（委託料 4,410,000円） 

事業期間 

 平成 25年度 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

東日本大震災の教訓を踏まえ、津波による犠牲者を出さないようにするため、新

たな津波浸水予測に基づく、津波浸水想定区域と、指定避難所を示した津波ハザー

ドマップを作成するとともに、地域住民に配布することにより、津波浸水想定区域

や指定避難場所を周知し、平時から避難に対する意識の醸成を図る。 

【事業地区】 

 市内全域 

事業結果 

  津波ハザードマップ 20,000部作成 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 東日本大震災では、震災前に作成していた津波避難計画の想定を超える津波が発

生し、指定避難所 58カ所のうち６カ所が浸水したため、平成 24年度に避難所の見

直しを行うとともに、地域防災計画の修正を行った。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   津波ハザードマップについては、東日本大震災で浸水した地域以外も含めた

市内の全世帯、自主防災組織、小中学校、消防団などに配布するとともに、市

ホームページや広報に掲載し周知を図り、有益に活用されていることから評価

できる。 

  配布先 部数 

全世帯 14,831 

自主防災組織・地域公民館 125 

公立学校等（こども園、小学校、中学校、高等学校） 74 

警察署 12 

消防署 24 

消防団 49 

地区公民館 11 

防災会議委員 144 
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② コストに関する調査・分析・評価 

   委託料については、大船渡市財務規則等に基づき契約手続きを行っているこ

とから、本事業のコストは妥当であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

津波ハザードマップ作成 H25.７～H25.10 H25.７～H25.10 

   本事業については、東日本大震災以後の新たな津波浸水予測に基づく、津波

浸水想定区域と震災後、新たに指定した避難場所を示した津波ハザードマップ

を作成し、市内の全世帯に周知が図られたことから、事業手法は妥当であると

評価できる。 

 

事業担当部局 

 大船渡市総務部防災管理室 電話番号 0192-27-3111 
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【津波ハザードマップ】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－９ 

事業名 

 地域防災計画整備事業 

事業費 

 総額 4,730,400円（委託料 4,730,400円） 

事業期間 

 平成 27年度 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

東日本大震災の検証結果から、防災に係る課題等を明らかにし、市の地域の災害予

防、応急対策及び災害復旧・復興等に関する事項を定める大船渡市地域防災計画の見

直しを実施するための基礎資料を作成することを目的とする。 

【事業地区】 

 市内全域 

事業結果 

  東日本大震災の際の災害応急対策に関し、これまで行ってきた検証結果等を分析

し、市の応急活動体制に係る分について、有効に機能した点や災害対応上の問題点・

課題を抽出し、市災害対策本部の組織及び編成並びに分掌事務等に反映させるための

基礎資料を作成し、大船渡市地域防災計画の見直しを行った。 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 24 年度に大船渡地区都市防災推進事業（都市防災総合推進事業）により実施

した災害検証や平成 26 年度に東日本大震災記録誌を作成するためのヒアリング調査

結果から、市の応急活動体制に係る分について、有効に機能した点、災害対応上の課

題・問題点を抽出した。こうした結果等を踏まえ、市の応急活動体制の見直しを行う

ため、大船渡市地域防災計画の大幅な修正を行ったところである。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   東日本大震災の際の災害応急対策について、大船渡市災害対策本部の体制が有

効に機能した点があった一方で、特定の部署に事務が集中したこと、不測の事態

への対応などで事務が滞るなどの課題も明らかになったことから、平時の行政組

織と分掌事務を基とした従来の縦割り体制に捉われることなく、柔軟な人的資源

の配置を行うこととし、大船渡市災害対策本部の組織及び編成、分掌事務並びに

職員の配置調整のルール等について大幅な見直しを行うことができた。 

   ア 大船渡市災害対策本部の組織、編成、分掌事務の大幅な見直し 

   イ 大船渡市災害対策本部員会議への関係機関の職員等の参加 

   ウ 消防団員となっている職員の消防団活動を行う期間等 

   エ 職員の動員について、活動状況、過不足の状況把握、配置調整等のルール 

   オ 防災関係機関の現地調整所の設置 

   上記のとおり、大船渡市地域防災計画の見直しが図られたことから、本事業に

より十分な効果が発揮されたと評価できる。 
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② コストに関する調査・分析・評価 

   委託料については、大船渡市財務規則等に基づき契約手続きを行っていること

から、本事業のコストは妥当であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託 H27.８～H27.12 H27.８～H27.12 

   本事業については、これまで行ってきた災害検証結果の分析を行い、平成 28

年３月に大船渡市地域防災計画の修正を行うための基礎資料となったことから、

事業手法は妥当であると評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市総務部防災管理室 電話番号 0192-27-3111 
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【地域防災計画】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－10 

事業名 

 震災記録保存整理事業 

事業費 

 総額 14,983,500円（委託料 14,983,500円） 

事業期間 

 平成 25年度 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

東日本大震災により、本市は未曾有の被害を受けたことから、市内各地域の被災

状況など、震災の記録を後世へ伝承するとともに、防災対策に資するため、広く被

害の写真・映像を収集し、保存・整理する。 

【事業地区】 

 市内全域 

事業結果 

 
 市が所有するまたは個人、関係団体から収集した震災による被害写真・映像に著

作者、撮影日時・場所、公開レベル、説明（タイトル・概要）を登録し、写真・映

像を容易に検索できるデジタルアーカイブシステムを構築した。 

 登録数 

 ・写真 17,584点 

 ・映像 44点 

 グーグル社の「未来へのキオク」プロジェクトに登録し一般公開した。 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 震災による被害の記録を保存・整理し検索できるシステムを構築したほか、記録

の全てを格納した外付ＨＤＤ・ＤＶＤ-Ｒ・冊子を整備することにより、震災の記

憶を風化させないこと、後世に伝承すること、常に情報を発信し続けることができ

る環境を整備することができた。 

 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   市公式ホームページに被害写真を公開することで、個人、団体問わず、震災

に関する記録誌の作成や映像制作などに活用されていることから、十分な効果

が発揮されたと評価できる。 

② コストに関する調査・分析・評価 

   委託料については、大船渡市財務規則等に基づき契約手続きを行っているこ
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 とから、本事業のコストは妥当であると評価できる。 

 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託 H25.７～H26.３ H25.７～H26.３ 

システムを構築するにあたり、写真等の募集、写真等のデジタル化、写真概

要の説明等の作成・登録、写真等の権利処理対応、写真等の一般公開に関する

業務を予定していた工程表どおりに進め完了することができた。 

   本事業の成果品により、常時、震災の記録を引き出せることができ、事業の

有用性は高く、事業手法は妥当であると評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市企画政策部秘書広報課 電話 0192-27-3111 
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【成果品】 

 

■構築システム、外付けＨＤＤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■構築システム内登録写真 
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■記録保存ＤＶＤ－Ｒ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■記録保存冊子 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】        

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－11 

事業名 

 集団移転発注者支援等事業 

事業費 

   総額 283,400,725円（委託料 283,400,725円） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 29年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

  防災集団移転促進事業開始当初より、事業の推進に当たり、住宅団地の設計施

工者募集業務、実施設計の積算業務、発注する工事の施工監理をはじめ、移転促

進区域の土地の取得など、膨大な事業量が見込まれる中、市職員のみで行うには

限界が生じてくることが予想されていた。 

 ついては、民間企業活力の活用を図り、防災集団移転促進事業の推進をより一

層強化することを目的とする。 

 

【事業地区】 

  市内全域 

 

事業結果 

 ・設計積算及び工事施行管理業務委託実施 

 細浦地区、小河原地区、神坂地区、峰岸地区、梅神地区、蛸ノ浦地区、 

大船渡地区、泊里地区、永浜地区、中赤崎地区 

・移転跡地取得業務実施 

  市内全地区 

 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災からの復旧・復興にあたり、被災者の住宅再建は最重要課題の一

つであるが、これらは自治体の通常業務ではないため、これらの業務にあたるこ

とができる被災自治体職員の人手不足も大きな課題であった。このことから、本

事業を活用し、可能な限り外部委託により実施した。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

・ 造成完了   366区画 

・ 引越済み   356区画 

被災自治体の人手不足による復興の遅れを未然に防ぎ、住宅再建を推進

することができたことから、本事業の有用性は高いと評価できる。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

   各種業務は、岩手県の積算基準等に基づいて積算し、大船渡市財務規則

等に基づき契約手続きを行っていることから、本事業のコストは妥当であ

ると評価できる。 
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③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託 

（平成 26年度） 
Ｈ26.４～Ｈ27.３ Ｈ26.４～Ｈ27.３ 

業務委託 

（平成 27年度） 
Ｈ27.４～Ｈ28.３ Ｈ27.４～Ｈ28.３ 

業務委託 

（平成 28年度） 
Ｈ28.４～Ｈ29.３ Ｈ28.４～Ｈ29.３ 

業務委託 

（平成 29年度） 
Ｈ29.４～Ｈ30.３ Ｈ29.４～Ｈ30.３ 

   各種事業を適正に実施できる事業者を選定して委託し、関係機関等との調

整を行い、想定どおりの期間で事業実施したことから、事業手法は適正であ

るといえる。 

 

事業担当部局 

  大船渡市都市整備部住宅管理課 電話番号 0192-27-3111 
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≪買取宅地の様子≫ 

 

≪参考：小河原地区買取状況≫ 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】        

事業番号 

 ★Ｄ－23－３-１ 

事業名 

 工事発生土仮置場整備事業（門之浜地区） 

事業費 

   総額 49,007,095円 

（本工事費 17,483,550円、委託料 3,067,200円、賃借料 28,456,345円） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 28年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

  

【事業目的】 

防災集団移転促進事業において宅地造成を実施するに当たり、切土・盛土によ

る工事発生土の需給調整が必要である。また、仮置場に隣接して整備する道路新

設事業（小河原地区）やまちづくり連携道路事業の盛土材にも工事発生土を活用

することから、事業間の横断的な工事発生土の有効活用により効率化を図ること

を目的に当事業を実施する。 

 

【事業地区】 

 

末崎地区 

事業結果 

 仮置きした土の量    35,000㎥ 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 防災集団移転促進事業のほか隣接事業間の横断的な工事発生土の有効活用の

ため、工事発生土仮置場を整備する。 

 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

・ 当仮置場を使用することで、13区画の造成が完了した。 

・ 仮置きした土は、道路新設事業（小河原地区）やまちづくり連携道路

事業等の盛土材として活用されており本事業の有用性は高いと評価で

きる。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

・ 仮置場の整備に当たっての工事費は岩手県の積算基準を元に算出し

たことなどから、本事業のコストは妥当であると評価できる。 

・ 大船渡市財務規則に従い、適正な時価の 100分の５パーセントを貸付

料として借上げた。 

・委託料については、大船渡市財務規則等に基づき契約手続きを行ってい

ることから、本事業のコストは妥当であると評価できる。 
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③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

工事施工 Ｈ25.７～Ｈ26.３ Ｈ25.７～Ｈ26.３ 

借上げ料等 

（平成 25年度） 
Ｈ25.７～Ｈ26.３ Ｈ25.７～Ｈ26.３ 

借上げ料等 

（平成 26年度） 
Ｈ26.４～Ｈ27.３ Ｈ26.４～Ｈ27.３ 

借上げ料等 

（平成 27年度） 
Ｈ27.４～Ｈ28.３ Ｈ27.４～Ｈ28.３ 

借上げ料等 

（平成 28年度） 
Ｈ28.４～Ｈ29.３ Ｈ28.４～Ｈ29.３ 

業務委託（土砂撤去） Ｈ27.５～Ｈ27.10 Ｈ27.５～Ｈ27.10 

業務委託（境界復元） Ｈ28.６～Ｈ28.10 Ｈ28.６～Ｈ28.10 

・ 各工事の進捗にあわせ適切な期間で借り上げ、関係機関等との調整を行い、

想定どおりの期間で事業実施したことから、事業手法は適正であるといえ

る。 

事業担当部局 

  大船渡市都市整備部住宅管理課 電話番号 0192-27-3111 
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【位置図】 

 

【現場写真】 

事業箇所 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－17－２－３ 

事業名 

 市街地整備コーディネート事業 

事業費 

 総額 47,655,000円（委託料 47,655,000円） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

大船渡市の復興計画では、ＪＲ大船渡駅周辺地区は、当市の中心市街地として、

産業の復興と安全な住宅地の形成を目指す地区として位置づけられており、防波

堤、防潮提等の沿岸保全施設を乗り越えてくる既往最大津波に対しても都市機能

を維持するための拠点及び復興の先導となる市街地を整備することとしている。 

そのため、⑴被災地域における再生可能エネルギー事業の導入に係る可能性の

検討等、⑵大船渡駅周辺地区内の良好な環境維持や価値向上に向けた住民・地権

者・地権者等による取組の検討をするもの。 

【事業地区】 

⑴ 市内全域 

⑵ 大船渡駅周辺地区 

  

事業結果 

 ⑴エネルギーマネジメント業務   17,955,000円 

 メガソーラー事業の可能性及び大船渡駅周辺地区におけるエネルギーマネジメ

ントシステムの導入に向けた調査、条件整理を行った。（平成 25年度） 

⑵まちづくり会社マネジメント業務 29,700,000円 

 大船渡駅周辺地区の津波復興拠点事業区域内における整備の方向性について  

検討し、商業空間のゾーニングを行った。（平成 25年度及び 26年度） 

・まちづくりのコンセプト 

・商業空間配置の検討 

・事業者の意向把握 

事業の実績に関する評価 

 ① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

⑴被災地の土地利用を推進する中で、メガソーラー事業等を導入した場合

の課題等の知見が本事業により得られ、その後のまちづくりの参考となった

ことから、大きな効果が得られたことから評価できる。 

⑵津波復興拠点整備事業を推進する中で、本事業で検討したまちづくりの

コンセプト等を基に、関係者が検討し、事業区域へのエリアマネジメントの
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導入等につながったことから評価できる。 

② コストに関する調査・分析・評価 

⑴、⑵委託料については、大船渡市財務規則等に基づき契約手続きを行っ

ていることから、本事業のコストは妥当であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

⑴業務委託 H26.１～H26.３ H26.１～H26.３ 

⑵業務委託 H25.11～H26.３ H25.11～H26.６ 
  

⑴業務委託に要した期間は想定どおりであり、被災地へのメガソーラー建

設等の専門的知見の収集等について作業の遅延等はなく、成果品は土地利活

用の検討の基礎資料として使用されていることから、事業手法は妥当である

と評価できる。 

⑵事業期間については事業者の意向把握に時間を要したことから、３カ月

ほど遅延したが、成果品は官民連携によるまちづくりの検討会議の資料とし

て活用していることから、事業手法は妥当であると評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市企画政策部環境未来都市推進室 電話番号 0192-27-3111 

大船渡市都市整備部土地利用課 
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【位置図】 

 

 

 

 

 

 

⑴エネルギーマネジメント業務：市内全域で実施 

⑵まちづくり会社マネジメント業務：大船渡駅周辺地区 
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【成果品写真】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴エネルギーマネジメント業務 

⑵まちづくり会社マネジメント業務 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】  

事業番号 

 ★Ｄ－17－２－４   

事業名 

 被災市街地復興土地区画整理事業（下水道単独管整備事業） 

事業費 

 総額 4,237,220円（測量設計費 4,237,220 円） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

被災市街地復興土地区画整理事業の実施にあたり、区域内は下水道の供用区域で

あるが、土地及び道路形態が変わること、土地の嵩上げなどから新規に下水道施設

の整備をする必要があり、その設計を行う。 

【事業地区】 

 大船渡地区 

事業結果 

  H25 大船渡駅周辺地区汚水管渠実施設計等業務（単独管渠分） 

 （概要） 

  ・詳細設計  開削工法 L=5.76km（耐震設計） 

         推進工法 L=0.54km（耐震設計） 

         高地下水位対策工法検討  一式 

         汚水管渠切回廻し設計 L=0.22km 

         土留工設計 ３箇所 

 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当該事業において、大船渡駅周辺地区における土地区画整理事業及び津波復興拠

点整備事業に伴う下水道施設に係る詳細設計を行い、工事発注図書を作成した。 

 工事発注図書の作成により、土地区画整備事業及び津波復興拠点整備事業を円滑

に進めることが可能となる。 

①  事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   当市の復興事業（土地区画整理事業等）を進めるうえで、当該事業の成果で

ある工事発注図面を活用したことから、評価できる。 

②  コストに関する調査・分析・評価 

当該事業の設計・積算にあたっては、岩手県積算基準等に基づき積算し、

大船渡市財務規則に基づく入札及び契約を行っていることから、当該事業の

コストは妥当であると評価できる。 
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③  事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

実施設計 H25.７～H27.３ H26.３～H26.12 

当該事業の事業期間は平成 26 年３月８日から平成 26 年 12 月 10 日までで

あり、土地区画整理事業の盛土工事と並行して下水道施設の整備を行えるよ

う詳細設計を進めたことから、事業の有用性は高く、事業手法は妥当である

と評価できる。 

 

事業担当部局 

 大船渡市上下水道部下水道事業所 電話番号 0192-27-3111 

 

【位置図】 
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【施工写真】 

 

【既設人孔調査状況】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－17－２－５   

事業名 

 新田都市下水路雨水排除対策事業 

事業費 

 総額 191,366,280 円（工事請負費 191,366,280円） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業目的】 

 東日本大震災による地盤沈下で潮位に影響のある区間を下流の災害復旧事業と

同様に整備する。災害復旧事業終点より上流側の土地区画整理事業区域内へ通ずる

道路の通行確保と同時に雨水排水機能の確保が目的である。 

 ＜事業導入の背景＞ 

  東日本大震災により、大船渡市全体が地盤沈下し、新田都市下水路においては

0.8～1.0ｍ沈下した。この沈下により流末部において潮位の影響が顕著となり、

高潮では海水が逆流し水路から溢れる状況であった。高潮かつ大雨となった場

合、現状では水路の流下機能を確保できない状況であり周辺の宅地浸水の危険が

非常に高い状況となっていた。 

 土地区画整理事業区域の排水対策は、災害復旧する都市下水路へ接続するもの

に対し、当該事業では、災害復旧事業に併せ、災害復旧事業終点より上流側の土

地区画整理事業区域内へ通ずる道路の通行確保と同時に雨水排水機能確保の必

要があるため、潮位影響のある区間 660ｍを下流の災害復旧事業と同様に整備す

る。 

【事業地区】 

 大船渡地区 

事業結果 

  H25 都市下水路嵩上げ工事 

    ・施工延長 L=846.2ｍ 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災の影響により地盤沈下し、潮位の影響のある区間を下流の災害復旧

事業と同様に当該事業において嵩上げ工事を行い、災害復旧事業終点より上流側の

土地区画整理事業区域内へ通ずる道路の通行確保と共に雨水排水機能を確保でき

た。 

 ① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   都市下水路の嵩上げ工事を行うことによって、下流の災害復旧事業と同様に

Administrator
タイプライターテキスト
638




 

 

雨水排水機能を確保できたことから、評価できる。 

 ② コストに関する調査・分析・評価 

   当該事業の設計・積算にあたっては、岩手県積算基準等に基づき積算し、大

船渡市財務規則に基づく入札及び契約を行っていることから、当該事業のコス

トは妥当であると評価できる。 

   また、設計にあたっては、下流の災害復旧事業の設計・調査データを活用し、

事業期間の短縮及びコストの縮減に努めたことについて、評価できる。 

 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

工事施工 H25.７～H26.３ H25.12～H27.３ 

他の災害復旧事業との一体的な施工により、雨水排水機能を確保でき、当該

事業は有効性が高く、事業手法は妥当であると評価できる。 

 

事業担当部局 

 大船渡市上下水道部下水道事業所 電話番号 0192-27-3111 

 

 

【位置図】 
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【嵩上げ工事前 ①】 

 

 

【嵩上げ工事後 ①】 
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【嵩上げ工事前②】 

 

 

【嵩上げ工事後②】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－12 

事業名 

 観光振興ビジョン策定事業 

事業費 

 総額 26,197,500円（委託料 26,197,500円） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

本事業は、東日本大震災により甚大な被害を受けた当市において、防災集団移転

促進事業をはじめ、復興関連事業の進捗に合わせ、移転跡地等の利活用を含めた観

光的な魅力を再構築し、観光産業の再生と観光客の誘客につなげるとともに、当市

の早期の震災復興を観光的な側面から支えるものとして観光振興ビジョンの策定

を行うものである。 

【事業地区】 

市内全域 

事業結果 

 地域の活性化や様々な課題解決のため、観光施策の指針として「大船渡市観光ビ

ジョン」を策定した。 

・観光の現状把握と課題抽出 

・観光振興の基本理念等の検討 

・施策体系の検討 

・観光振興方策の検討 

・推進体制の検討 

・観光振興プランの作成 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

本事業で策定した「大船渡市観光ビジョン」を市ホームページに掲載するとと

もに、「大船渡市観光ビジョン」に基づきながら各事業を実施しており、当初の

事業目的のために活用されていることから妥当であると評価できる。 

また庁内では、事業への取り組み状況等の情報共有のため、「観光ビジョン推

進本部会議」を開催している。 

② コストに関する調査・分析・評価 

当該業務実施にあたっては、事業者の決定を公募型プロポーザルによる選定方

式とし、観光振興の基本理念と将来像の考え方、業務の履行能力を判断基準として

事業者を選定した上で、大船渡市財務規則等に基づき、適正な価格の範囲内で見

積り額を確認し事業者と契約したことから、妥当であると評価できる。 
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 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

想定事業期間 実際の事業期間 

H25.９ ～ H26.３ H25.９ ～ H26.９ 

事業手法は、当初のスケジュールに基づき、逐次、事業の進捗管理を図ってき

たことからも、妥当であると評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市商工港湾部観光交流推進室 電話番号 0192-27-3111 
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【成果品】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－13 

事業名 

 水路改修事業（市道関谷轆轤石線） 

事業費 

 総額 12,646,800円（内復興交付金分12,182,400円） 

     測量設計費 2,678,400円 平成26年度 

     （内復興交付金分2,678,400円） 

     工事請負費 9,968,400円 平成26年度 

     （内復興交付金分9,504,000円） 

事業期間 

 平成25年度から平成26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

東日本大震災により甚大な被害を受けた大船渡市沿岸部において、住宅を失った

被災者の移住の安定を図るため、恒久的な住宅の供給を推進するにあたり、水路改

修を推進する必要がある。 

 当該事業は、下欠地区災害公営住宅建設に並行して、敷地部に接する水路を改修

することにより、団地内の居住性・利便性の向上を図り、被災者の生活再建や快適

な街づくりを推進するものである。 

【事業地区】 

 立根地区 

事業結果 

 

 

 

 

 

平成25年度 測量設計 

平成25～26年度 工事施工 

（工事概要） 

 水路改修 Ｌ＝121.1ｍ 

（主な工事内容） 

プレキャストＵ型側溝88ｍ、自由勾配側溝10ｍ 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 下欠地区災害公営住宅の建設に伴い、団地内の居住性・利便性の向上と、被災者

の生活再建のために公営住宅に隣接する水路を改修したものである。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

水路の改修により、周辺道路の利便性が向上し、災害公営住宅建設先の住

民の理解が得られ、公営住宅の居住性が向上につながっており、事業の有用

性は高いと考えられることから評価できる。 

② コストに関する調査・分析・評価 

本事業の設計積算及び契約に当たっては、県の積算基準及び大船渡市財務
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 規則に基づいており適切であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 
 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

測量設計 H25.10～H25.１ H26.２～H26.７ 

工事施工 H26.１～H26.３ H26.９～H27.３ 

測量設計発注は、災害公営住宅の詳細設計を基に水路の設計を行う必要があ

ったため、下欠地区災害公営住宅の設計が納品された段階で発注したことによ

り遅れが生じ、地権者との用地交渉が難航したため、２カ月ほど工期が延伸し

た。 

工事について、水路改修工事と災害復興公営住宅建設工事を同時に進行して

おり、入居者への供用開始が急がれたため、下欠地区災害公営住宅整備工事の

施工を優先することで工程を調整した結果、水路工事は標準工期から２カ月程

度延伸したが、災害公営住宅の供用開始には完了することができた。 

水路の改修により、団地内の居住性・利便性が向上したため、本事業の事業

手法は妥当であると評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市都市整備部建設課 電話番号0192-27-3111 
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【位置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

その１ 

その２ 
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【施工写真】 

その1 着工前 その1 完成 

 

 

 

 

その2 着工前 その2 完成 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】     

事業番号 

 ★Ｄ－23－４－1 

事業名 

 工事発生土仮置場整備事業（綾里地区） 

事業費 

   総額 28,273,933円（市街地整備課 26,409,942円、水産課 1,863,991円） 

（工事費 16,986,900円、委託料 864,000円、賃借料 9,970,498円、補償費 452,535

円） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 30年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

  

【事業目的】 

防災集団移転促進事業において宅地造成を実施するに当たり、切土・盛土によ

る工事発生土の需給調整が必要である。また、発生する土砂を防潮堤や綾里地区

のまちづくりにも工事発生土を活用することから、事業間の横断的な工事発生土

の有効活用により効率化を図ることを目的に当事業を実施する。 

 

【事業地区】 

綾里地区 

 

事業結果 

 仮置きした土の量    69,000㎥ 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災集団移転促進事業のほか隣接事業間の横断的な工事発生土の有効活用の

ため、工事発生土仮置場を整備する。 

 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

・ 当仮置場を使用することで、35区画の造成が完了した。 

・ 仮置きした土は、潮堤や綾里地区のまちづくりにも活用されており、

本事業の有用性は高いと評価できる。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

   ・ 仮置場の整備に当たっての工事費は、岩手県の積算基準を元に算出し

たこと、委託料については、大船渡市財務規則等に基づき契約手続きを

行ったことから、本事業のコストは妥当であると評価できる。 

・ 大船渡市財務規則に従い、適正な時価の 100分の５パーセントを貸付

料として借上げたことから、本事業に係るコストは妥当であると評価で

きる。 
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 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

工事施工 Ｈ25.８～Ｈ26.６ Ｈ25.８～Ｈ26.６ 

補償 Ｈ25.８～Ｈ25.９ Ｈ25.８～Ｈ25.９ 

借上げ料等 

（平成 25年度） 
Ｈ25.８～Ｈ26.３ Ｈ25.８～Ｈ26.３ 

借上げ料等 

（平成 26年度） 
Ｈ26.４～Ｈ27.３ Ｈ26.４～Ｈ27.３ 

借上げ料等 

（平成 27年度） 
Ｈ27.４～Ｈ28.３ Ｈ27.４～Ｈ28.３ 

借上げ料等 

（平成 28年度） 
Ｈ28.４～Ｈ29.３ Ｈ28.４～Ｈ29.３ 

借上げ料等 

（平成 29年度） 
Ｈ29.４～Ｈ30.３ Ｈ29.４～Ｈ30.３ 

借上げ料等 

（平成 30年度） 
Ｈ30.４～Ｈ31.３ Ｈ30.４～Ｈ31.３ 

業務委託 

（境界復旧） 
Ｈ30.11～Ｈ31.２ Ｈ30.11～Ｈ31.２ 

   各工事の進捗にあわせ適切な期間で借り上げ、関係機関等との調整を行

い、想定どおりの期間で事業実施したことから、事業手法は適正であるとい

える。 

 

事業担当部局 

  大船渡市都市整備部住宅管理課 電話番号 0192-27-3111 
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【位置図】

 

【現場写真】

 

事業箇所 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

  ★Ｄ－23－17－２ 

事業名 

  炊き出し拠点整備事業（北部給食センター） 

事業費 

 総額 46,877,000円（測量設計費 6,161,000円、工事費 40,716,000円） 

事業期間 

  平成 25年度 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

 当該事業は、東日本大震災で発生した津波により被災した赤崎学校給食共同調理

場等を移転の上統合して建設する北部学校給食センターに、有事における炊き出し

拠点としての防災機能を整備するものである。 

【事業地区】 

 立根地区 

事業結果 

 ・平成 25年度 

建設工事 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北部学校給食センターは、津波により被災した赤崎学校給食共同調理場を、地震

により被災した他の調理場と統合して移転復旧を行うものであり、市内各学校の給

食に係る調理業務を行うだけでなく、今回の震災の教訓を踏まえ、地域住民と連携

した震災時の炊き出し及び市内の避難施設への配達を効率的に行う必要があるこ

とから、炊き出し拠点としての防災機能を付加することにより復興まちづくりを推

進するものである。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   災害時の炊き出しや避難施設への配達を効率的に行うことが可能となるこ

とから評価できる。 

② コストに関する調査・分析・評価 

 本事業の工事積算に当たっては、県積算基準等の適切な算定根拠を用い、市

財務規則等に基づき契約手続きを行っていることから、本事業のコストは妥当

であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項  目 想定事業期間 実際の事業期間 

設 計 H24.９～H25.３ H24.９～H25.３ 

工 事 H25.７～H26.３ H25.７～H26.３ 

   本事業は、施工業者との工程等の調整を徹底し、想定した期間内に完了した

ことから、事業手法は妥当であると判断できることから評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市教育委員会事務局北部学校給食センター 電話番号 0192-27-1293 
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【平面図】 
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【北部学校給食センター】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－７－２、３、４ 

事業名 

 末崎中学校仮設グラウンド整備事業 

事業費 

  

 総額 59,347,790 円（委託料 48,565,897 円、賃貸借料 10,781,893 円） 

 内訳 

事業年次 事業内容 事業費 

平成 25年度 仮設グラウンド整備、土地賃借（グラウンド、

テニスコート）、プレハブ（用具入れ、トイ

レ）賃借、仮設テニスコート整備 

49,368,527 円 

平成 26年度 土地賃借（グラウンド、テニスコート）、プ

レハブ（用具入れ、トイレ）賃借 

3,296,811 円 

平成 27年度 土地賃借（グラウンド、テニスコート）、プ

レハブ（用具入れ、トイレ）賃借 

3,209,547 円 

平成 28年度 土地賃借（グラウンド、テニスコート）、プ

レハブ（用具入れ、トイレ）賃借 

3,207,009 円 

平成 29年度 仮設グラウンド撤去 265,896円 

               

 

事業期間 

 平成 25年度から平成 29年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】  

本事業は、校庭への応急仮設住宅の整備により、校庭が使用できなくなった末崎

中学校を対象に、応急仮設住宅撤去までの期間、近隣の民有地を借用して仮設グラ

ウンドを整備することで、生徒の体育・部活動環境の正常化を図るものである。 

【事業地区】 

末崎地区 

事業結果 

 

 

 

 

 

 

 

平成25年度   仮設グラウンド整備委託契約 

平成25～28年度 賃貸借契約 

平成29年度   仮設撤去委託契約 

【概要】 

仮設グラウンド整備 

整備面積 5,700㎡ 

防球ネット（H=６ｍ、L=144ｍ） 
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 防球フェンス（H=１ｍ、L=141ｍ） 

  簡易照明設備２灯６基（H=10ｍ） 

 土地賃借（グラウンド、テニスコート） 

 プレハブ（用具入れ、トイレ）賃借 

 仮設テニスコート整備 １面 

  整備面積 1,600 ㎡ 

支柱、防球ネット（H=２ｍ、L=160ｍ） 

 

事業の実績に関する評価 

  当仮設グラウンドは、末崎中学校から約６ｋｍの位置にあるが、次の理由から当

該地での整備が最も有効であるとの判断により整備することとしたものである。 

・直前までガレキ処理施設として使用していた場所で、更地の状態であり、礫土等

の盛土が不要で、造成経費が安価であること。 

・部活動や体育の際の生徒の移動は、学校からのバス輸送により対応できること。 

・学校周辺に広い土地が確保できないこと。 

 また、テニスコートは末崎中学校近隣地で整備に必要な面積（約 1,600㎡）を確

保できたことから、当該地での整備が最も有効であると判断したものである。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   仮設グラウンドやテニスコートの整備により、末崎中学校の体育の授業や部

活動など生徒の教育環境面で、十分な成果があった事業と評価できる。 

 ② コストに関する調査・分析・評価 

    本事業の設計は岩手県積算基準等に基づき積算し、賃借料については大船渡

市行政財産使用料条例を基に算定していることから、適切な算定根拠を用いて

いる。また、大船渡市財務規則に基づき契約をしていることから、本事業のコ

ストは妥当であると評価できる。仮設グラウンドの整備面積も、末崎中学校の

校庭面積を下回る必要最小限の広さであり、規模も適正であると評価できる。 

 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項  目 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託 

（仮設グラウンド整備） 

H25.９～H28.３ H25.11～H29.12 

用地賃貸借 H25.９～H28.３ H25.11～H29.12 

    末崎中学校付近の公有地には次々と応急仮設住宅等が整備されており、限ら

れた期間内で、本事業実施箇所以外に仮設グラウンドと仮設テニスコートの整

備に必要な用地を確保するのは困難であったことから、生徒の移動手段を確保

したうえで、グラウンド用地を同じ中学校区内に範囲を広げ、用地の確保（地

権者との賃貸借）・整備に至ることができ、妥当であると評価できる。  

事業担当部局 

 大船渡市教育委員会事務局学校教育課 電話番号 0192-27-3111 
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【位置図】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

末崎中学校 

末崎中学校用 

仮設グラウンド 

末崎中学校用 

仮設テニスコート 
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【仮設グラウンド】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備面積 

約 5,700 ㎡ 

防球ネット H=6ｍ 

防護柵 H=1ｍ 

夜間照明設置 

（灯具１基あたり 3 灯・コンリート柱） 

駐車場部分面積 

約 4,400 ㎡ ※土地借用のみ 
トイレ・クラブハウス 
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【仮設テニスコート】 

 

末崎中学校校庭 

※平林仮設住宅 

借地面積：約 1,600㎡ 

設置コート数 2面 

防球ネット 

高さ２ｍ 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－14、18、22 

事業名 

 第一中学校仮設グラウンド整備事業 

事業費 

  

総額 59,913,375 円（委託料 50,875,316 円、賃貸借料 9,038,059 円） 

   内訳 

事業年次 事業内容 事業費 

平成 25年度 仮設グラウンド整備、土地賃貸 44,937,180 円 

平成 26年度 土地賃借、プレハブ（用具入れ）賃借 2,288,412 円 

平成 27年度 土地賃借、プレハブ（用具入れ）賃借 2,239,272 円 

平成 28年度 土地賃借、プレハブ（用具入れ）賃借 2,237,868 円 

平成 29年度 土地賃借、プレハブ（用具入れ）賃借 

仮設グラウンド撤去、土地境界復元 

8,210,643 円 

 

事業期間 

 平成 25年度から成 29年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

本事業は、校庭への応急仮設住宅の整備により、校庭が使用できない第一中学校

を対象に、仮設住宅撤去までの期間、隣接する民有地を借用して仮設グラウンドを

整備することで、生徒の体育・部活動環境の正常化を図るものである。 

【事業地区】 

 立根地区 

事業結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成25年度   仮設グラウンド整備委託契約 

 平成25～29年度 賃貸契約 

 平成29年度   仮設グラウンド撤去・土地境界復元委託契約 

【概要】 

仮設グラウンド整備  整備面積 6,000㎡ 

防球ネット（H=８ｍ、L=178ｍ） 

防球ネット（H=４ｍ、L=174ｍ） 

  簡易照明設備２灯５基（H=10ｍ） 

 土地賃借       面積 6,697.44㎡  

 プレハブ（用具入れ）賃借 
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事業の実績に関する評価 

  第一中学校の隣接地であり、同校の仮設グラウンドの整備場所として、当該地が

最も有効であるとの判断により整備することとしたものである。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   仮設グラウンドの整備により、第一中学校の体育の授業や部活動など生徒の

教育環境面で、十分な成果があった事業と評価できる。 

 ② コストに関する調査・分析・評価 

    本事業の設計は岩手県積算基準等に基づき積算し、賃借料については大船渡

市行政財産使用料条例を基に算定していることから、適切な算定根拠を用いて

いる。また、契約については、大船渡市財務規則に基づき行っていることから、

本事業のコストは妥当であると評価できる。仮設グラウンドの整備面積も、第

一中学校の校庭面積を下回る必要最小限の広さであり、規模も適正であると評

価できる。 

 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項  目 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託 

（仮設グラウンド整備） 

H25.９～H28.３ H25.11～H29.12 

用地賃貸借 H25.９～H28.３ H25.11～H29.12 

  

    第一中学校付近の公有地には次々と応急仮設住宅等が整備されており、限ら

れた期間内で、本事業実施箇所以外に仮設グラウンドの整備に必要な用地を確

保するのは困難であったことから、学校隣接地（民有地）の用地を確保（賃貸

借契約を締結）し、整備を図ったことで、整備の効率性とともに生徒の安全性

を確保することができ、妥当であると評価できる。 

     

事業担当部局 

 大船渡市教育委員会事務局学校教育課 電話番号 0192-27-3111 
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【位置図】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第一中学校 

第一中学校用 

仮設グラウンド 
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仮設グラウンド 

 

第一中学校校庭 

※宮田仮設住宅 

整備面積：約 6,000 ㎡ 

防球ネット H=8m 

防球ネット H=4m 

クラブハウス 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－15 

事業名 

 猪川小学校・盛小学校・大船渡北小学校仮設グラウンド整備事業 

事業費 

 総額 34,133,400円（委託料 34,133,400円） 

事業期間 

 平成 25年度 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

本事業は、校庭への応急仮設住宅の整備により、校庭が使用できない猪川小学校、

盛小学校、大船渡北小学校の３校を対象に、応急仮設住宅撤去までの期間、公共用

地の一部を活用して仮設グラウンドを整備することで、児童の運動環境の正常化を

図るものである。 

【事業地区】 

盛地区 

事業結果 

  平成 25年度 委託契約 

【概要】 

仮設グラウンド整備 

  面積約 12,000㎡ 

事業の実績に関する評価 

  当仮設グラウンドは、次の理由から当該地での整備が最も有効であるとの判断に

より整備することとしたものである。 

・３校が市街地にあり、いずれも学校の近隣地において広い場所を確保できないこ

と。 

・各学校ともバス移動が可能であり、いずれも５～10分圏内にあること。 

・県管理地であり、土地賃借料及び期間満了時の設備撤去費がかからないこと。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   平成 26 年４月以降、それぞれの学校の校庭から応急仮設住宅が撤去される

までの間、猪川小学校、盛小学校、大船渡北小学校の体育活動やスポーツ少年

団活動を中心に利活用が図られたことから、事業の有用性が高いと評価でき

る。 

 ② コストに関する調査・分析・評価 

   本事業の設計は岩手県積算基準等に基づき積算し、また公共用地を活用し、

さらには面積も対象校３校が体育の授業等で共用できるよう必要な面積を確

保しながら最小限の広さとして経費縮減を図っており、本事業のコストは妥当
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であると評価できる。 

 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

  仮設グラウンド整備 

項  目 想定事業期間 実際の事業期間 

猪川小学校・盛小学

校・大船渡北小学校 

H25.９～H26.３ H25.９～H26.３ 

   

    中心市街地である３校の地区は、公有地の多くに応急仮設住宅が建設されて

おり、本事業実施個所以外に仮設グラウンドの整備に必要な用地を確保するこ

とは困難であったことから、３校の移動手段の確保と利便性に配慮しつつ、共

用のグラウンドを効率的に確保することができたことから、事業手法は妥当で

あったと評価できる。 

    

事業担当部局 

 大船渡市教育委員会事務局学校教育課 電話番号 0192-27-3111 
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【位置図】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

猪川小学校 

盛小学校 

大船渡北小学校 

盛小・猪川小・大船渡北

小用仮設グラウンド 
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【仮設グラウンド】 

 

整備面積 

約 12,000 ㎡ 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

  ★Ｄ－23－５－１ 

事業名 

  土地利用計画策定促進事業（崎浜地区） 

事業費 

  総額 6,984,000円（委託料 6,984,000円） 

事業期間 

  平成 25年度から平成 26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定促進事業として、崎浜地区にお

ける移転跡地及び浸水想定区域の土地利用計画に関する調査、検討を行う。 

【事業地区】 

 越喜来地区（崎浜） 

事業結果 

  平成 26年度 越喜来地区（崎浜）漁業集落防災機能強化事業基本計画策定 

事業の実績に関する評価 

 ①  事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

  被災跡地のマスタープランについて地域住民と協議しながら合意形成を図

り、越喜来地区（崎浜）漁業集落防災機能強化事業の計画策定につなげた。こ

の計画に基づき事業が進捗していることから、有益に活用されていると評価で

きる。 

  ・越喜来地区（崎浜）漁業集落防災機能強化事業 

 全体事業費 276,100千円 平成 26年度から平成 29年度 

② コストに関する調査・分析・評価 

   本事業の積算及び契約に当たっては、以下の積算基準及び大船渡市財務規則

に基づいているため、適切であると判断できる。 

・土地区画整理事業調査設計費積算資料／（公社）街づくり区画整理協会 

・地区開発、地区整備、団地計画設計業務及び報酬基準 

／（一社）都市計画コンサルタント協会 

・東北地方整備局用地調査業務費積算基準／国土交通省東北地方整備局 

・設計業務等標準積算基準書／国土交通省 

 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託（調査） H26.１～H26.８ H26.２～H26.８ 

  本事業については、地域住民、漁業者の協力を得て計画を策定していることで

円滑な事業実施につながっており、事業の有用性が高く、事業手法は妥当である

と評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市農林水産部水産課 電話番号 0192－27－3111 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

  ★Ｄ－23－８－１ 

事業名 

  土地利用計画策定促進事業（綾里地区） 

事業費 

  総額 6,984,000円（委託料 6,984,000円） 

事業期間 

  平成 25年度から平成 26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定促進事業として、綾里地区にお

ける移転跡地及び浸水想定区域の土地利用計画に関する調査、検討を行う。 

【事業地区】 

 綾里地区 

事業結果 

  平成 26年度 綾里地区漁業集落防災機能強化事業基本計画策定 

事業の実績に関する評価 

 ①  事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

  被災跡地のマスタープランについて地域住民と協議しながら合意形成を行

い、綾里地区漁業集落防災機能強化事業の計画策定につなげた。この計画に基

づき事業が進捗していることから、有益に活用されていると評価できる。 

  ・綾里地区漁業集落防災機能強化事業 

 全体事業費 249,120千円 平成 25年度から平成 29年度 

② コストに関する調査・分析・評価 

   本事業の積算及び契約に当たっては、以下の積算基準及び大船渡市財務規則

に基づいているため、適切であると判断できる。 

・土地区画整理事業調査設計費積算資料／（公社）街づくり区画整理協会 

・地区開発、地区整備、団地計画設計業務及び報酬基準 

／（一社）都市計画コンサルタント協会 

・東北地方整備局用地調査業務費積算基準／国土交通省東北地方整備局 

・設計業務等標準積算基準書／国土交通省 

 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託（調査） H26.１～H26.８ H26.２～H26.８ 

  本事業については、地域住民、漁業者の協力を得て計画を策定していることで

円滑な事業実施につながっており、事業の有用性が高く、事業手法は妥当である

と評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市農林水産部水産課 電話番号 0192－27－3111 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

  ★Ｄ－23－21－１ 

事業名 

  土地利用計画策定促進事業（浦浜地区） 

事業費 

  総額 6,984,000円（委託料 6,984,000円） 

事業期間 

  平成 25年度から平成 26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定促進事業として、浦浜・泊地

区における移転跡地及び浸水想定区域の土地利用計画に関する調査、検討を行

う。 

【事業地区】 

 越喜来地区（浦浜・泊） 

事業結果 

  平成 26年度 越喜来地区（浦浜・泊）漁業集落防災機能強化事業基本計画策定 

事業の実績に関する評価 

 ①  事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

  被災跡地のマスタープランについて地域住民と協議を行いながら合意形

成を行い、越喜来地区（浦浜・泊）漁業集落防災機能強化事業の計画策定に

つなげた。この計画に基づき事業が進捗していることから、有益に活用され

ていると評価できる。 

  ・越喜来地区（浦浜・泊）漁業集落防災機能強化事業 

 全体事業費 87,200千円 平成 26年度から平成 29年度 

②  コストに関する調査・分析・評価 

   本事業の積算及び契約に当たっては、以下の積算基準及び大船渡市財務規

則に基づいているため、適切であると判断できる。 

・土地区画整理事業調査設計費積算資料／（公社）街づくり区画整理協会 

・地区開発、地区整備、団地計画設計業務及び報酬基準 

／（一社）都市計画コンサルタント協会 

・東北地方整備局用地調査業務費積算基準／国土交通省東北地方整備局 

・設計業務等標準積算基準書／国土交通省 

 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託（調査） H26.１～H26.８ H26.２～H26.８ 

  本事業については、地域住民、漁業者の協力を得て計画を策定していること

で円滑な事業実施につながっており、事業の有用性が高く、事業手法は妥当で

あると評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市農林水産部水産課 電話番号 0192－27－3111 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－９－１ 

事業名 

 甫嶺地域防災コミュニティセンター整備事業（防災拠点施設整備事業） 

事業費 

 総額 105,626,101円（内復興交付金分 105,305,341円） 

（測量調査設計費3,250,800円（内復興交付金分3,250,800円）、敷地造成工事費

8,952,120円（内復興交付金分8,952,120円）、建築設計費9,180,000円（内復興交付

金分9,180,000円）、立木伐採補償費120,620円（内復興交付金分120,620円）、建築

工事費77,050,440円（内復興交付金分77,050,440円）、施工監理費5,292,000円（内

復興交付金分5,292,000円）、備品購入費等1,780,121円（内復興交付金分1,459,361

円）） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 28年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

震災によって甫嶺地区集会施設が流出し、避難所を兼備えた代替施設が必要なこ

とから、被災者が安心して避難生活を送ることができるよう、地域内の高台に防災

拠点施設として避難施設、炊出し拠点施設、防災備蓄倉庫の機能を備えた甫嶺地域

防災コミュニティセンターを建設する。 

【事業地区】 

越喜来地区 

事業結果 

  平成 26年度 測量調査設計 

平成 27年度 敷地造成工事 

平成 27年度 建築設計 

平成 27年度 立木伐採補償 

平成 28年度 建築工事 

平成 28年度 施工監理 

平成 28年度 備品購入等 

事業の実績に関する評価 

 

 

甫嶺地域防災コミュニティセンターの整備により、災害発生時における避難場所

の確保と防災備品が整備され、防災活動の推進と、地域住民相互の交流促進が図ら

れた。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

地域の住民が、地域行事等による積極的な施設の活用により、地域住民相互の

交流促進が図られていると評価できる。 

また、施設を活用した避難訓練の実施により、地域住民の防災意識の高揚が図

られていると評価できる。 
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② コストに関する調査・分析・評価 

工事費、委託費の積算にあたっては、平成 27年度公共住宅・建築工事積算単価

表に基づいており、また、調査・設計、工事等は、大船渡市財務規則に基づき

指名競争入札により業者を決定・契約し、適正に施行されたことを確認してお

り、本事業のコストは妥当であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

 想定事業期間 実際の事業期間 

測量調査設計 H26.１～H26.３ H26.１～H26.９ 

敷地造成工事 H27.１～H27.３ H27.１～H27.９ 

建築設計 H27.１～H27.３ H27.１～H27.９ 

立木伐採補償 H27.１～H27.３ H27.１～H27.９ 

建築工事 H28.３～H28.７ H28.３～H28.８ 

施工監理 H28.３～H28.８ H28.３～H28.８ 

備品購入等 H28.３～H28.７ H28.３～H28.８ 

・造成工事は、農地転用等に時間を要した。 

・建築工事は、概ね予定どおり事業を進めることができた。 

 ・集会所機能及び災害時において地域拠点機能を備えた施設としており   事

業手法は、妥当であると評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市農林水産部農林課 電話番号 0192-27-3111 
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【施設配置図】 

 

【施設平面図】 
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【施設の外観写真①】 

 

 

【施設の外観写真②】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－16、★Ｄ-23-23-19 

事業名 

 防災集団移転関係水道施設整備事業（下舘下地区） 

事業費 

 総額  19,579,620円（測量設計費 2,257,500円、工事費 17,322,120円） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

津波で被災した大船渡町下舘下地区の住民の住宅再建を図るため、防災集団移転

促進事業による 15 区画の住宅団地の整備を行い、併せて、団地内への水道水供給

のため配水管を整備する。 

【事業地区】 

 盛地区 

事業結果 

 ・平成 25年度   測量・設計 

・平成 26年度  配水管布設工事 

                 ダクタイル鋳鉄管（DIP）   φ150㎜ L＝333ｍ         

事業の実績に関する評価 

  防災集団移転促進事業による被災者の住宅再建の一環として住宅団地に水道水

を供給するため、配水管を整備した。 

①  事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   本事業の実施により、団地内への水道水の供給がスムーズに図られたことか

ら妥当であると評価できる。 

②  コストに関する調査・分析・評価 

   本事業の積算は、水道事業実務必携（全国簡易水道協議会）、岩手県土木部

標準積算基準等に、契約手続きは市財務規則に基づいており、コストは妥当と

評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項 目 想定事業期間 実際の事業期間 

測量設計 H26.２ ～ H26.３ H26.２ ～ H26.３ 

工事施工 H26.７ ～ H26.10 H26.７ ～ H26.10 

想定事業期間どおりに完了し、被災者の住宅再建のための水供給環境を整えるこ

とができたため、事業手法は妥当であると評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市水道事業所 電話番号 0192-27-3111 
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【位置図】 

 

 

【平面図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施工写真】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工箇所 
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【施工写真】 

 

 

【施工写真】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】    

事業番号 

 ★Ｄ－17－１－４ 

事業名 

 復興まちづくりコーディネート事業 

事業費 

 総額 54,604,800円（委託料 54,604,800円） 

事業期間 

 平成 26年度から平成 30年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

市街地整備コーディネート事業として、土地区画整理事業をはじめとした面整備

事業ほか各復興事業のデータベースの統一的管理とともに、横断的な事業間調整支

援、住民合意形成支援を委託するものである。  

【事業地区】 

 市内全域 

事業結果 

 （1）データベース管理支援 

（2）事業間調整支援 

（3）地区懇談会運営支援 

（4）住民意向調査実施 

（5）復興計画事業の総括に向けた基礎的検討及びアンケート分析 

（6）復興交付金事業管理ツール保守管理 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   当市の復興計画及び同計画関連事業の早期具現化・実施のため、各種資料等

は有益に活用されていることから評価できる。 

   （平成 31年３月 31日現在） 

区    分 ＨＰアクセス数（H24～H30累計） 

復興整備計画 37,742 

復興交付金事業 51,259 

復興計画事業 322,634 

 

 ② コストに関する調査・分析・評価 

   委託料については、大船渡市財務規則等に基づき契約手続きを行っているこ

とから、本事業のコストは妥当であると評価できる。 
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 ③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託 

（平成26年度） 
H26.４～H27.３ H26.４～H27.３ 

管理ツール 

（平成26年度） 
H26.４～H27.３ H26.４～H27.３ 

業務委託・管理ツール 

（平成27年度） 
H27.４～H28.３ H27.４～H28.３ 

業務委託・管理ツール 

（平成28年度） 
H28.４～H29.３ H28.４～H29.３ 

業務委託・管理ツール 

（平成29年度） 
H29.４～H30.３ H29.４～H30.３ 

業務委託 

（平成30年度） 
H30.４～H31.３ H30.４～H31.３ 

業務委託に要した期間は想定どおりであり、各復興事業のデータベースの統

一的管理とともに、横断的な事業間調整を行うことで、住民合意形成支援等業

務についても遅延がなく、予定どおり事業を進めることができたことから事業

手法は妥当であると評価できる。 

 

事業担当部局 

 大船渡市都市整備部土地利用課 電話番号 0192-27-3111 
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【大船渡市復興計画推進委員会】 

 

 

【復興整備計画 総括図】 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－１－５ 

事業名 

 被災者住宅再建支援事業 

事業費 

 総額 4,320,000円（委託料 4,320,000円） 

事業期間 

 平成 25年度から平成 26年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

防災集団移転促進事業による被災者の住宅建設が市内全域で本格化する中で、各

種助成制度や住宅再建に必要な手続き、さらには地域材を活用した環境共生型木造

復興住宅の仕様などについて、説明会の開催やパンフレットの配布を通じて周知す

ることにより、住宅再建の促進と復興の加速化を図るものである。 

【事業地区】 

 市内全域 

事業結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 説明会の開催 

 市内４か所において、環境共生型木造復興住宅の仕様や住宅再建に関する支援

制度などの説明会を実施した。 

期日 開催場所 参加者数 

平成26年５月22日 大船渡市民文化会館 70人 

平成26年７月11日 永沢仮設住宅団地談話室 ２人 

平成26年７月15日 山馬越仮設住宅団地談話室 ６人 

平成26年７月18日 赤崎地区公民館 11人 

 

２ パンフレットの制作及び配布 

 環境共生型木造復興住宅の仕様、住宅再建に関する支援制度や各種手続きを掲

載した「森・暮らしをつくる気仙のすまいガイドブック大船渡市版」と題するパ

ンフレットを制作し、説明開催地区以外の仮設住宅団地に配布した。 

 団地名称 建設地通称 配布戸数 

１ 沢川 盛小学校    41 

２ 東町 東町公園    13 

３ 下舘下 下舘下    10 

４ 地ノ森 地ノ森    66 

５ 山馬越 大船渡北小学校    70 
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６ 永沢 大船渡中学校   101 

７ 上平 上平地区    33 

８ 大田 市営球場    90 

市営球場（第２）    12 

９ 山岸 末崎小学校    35 

10 平林 末崎中学校    53 

11 小中井 小中井地区    25 

12 大豆沢 大豆沢地区    13 

13 長谷堂 長谷堂団地    20 

14 轆轤石 猪川小学校    43 

15 大立 大立地区    50 

16 鳥沢 蛸ノ浦小学校    42 

17 清水 清水地区    17 

18 後ノ入 後ノ入地区    55 

19 後ノ入北 後ノ入北地区    10 

20 山口 山口地区    23 

21 長洞 総合公園   271 

22 宮田 第一中学校    96 

23 黒土田 綾里中学校    68 

24 仲崎浜 崎浜小学校    27 

25 甫嶺 甫嶺地区    18 

26 杉下 山村広場    77 

27 久名畑 久名畑    14 

28 下船渡 下船渡公園     6 

29 富沢 富沢公園     7 

30 前田 前田公園    11 

31 下権現堂 下権現堂公園    10 

32 猪川 猪川公園    11 

33 下富岡 ろくろ石     7 

34 舘下 舘下公園     4 

35 木町 佐倉里公園     4 

36 合足 合足     1 

合  計 1,454 
 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 説明会の開催やパンフレットを配布することにより、各種助成制度や住宅再建に

必要な手続き、さらには地域材を活用した環境共生型木造復興住宅の仕様などを広

く周知し、住宅再建の加速化が図られた。 
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 ① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

  当市における震災前３年度間（平成 20年度から平成 22年度まで）の新設住

宅着工戸数は、いずれも 100 戸未満であったが、震災年の平成 23 年度は 200

戸、翌 24年度は 518戸となっている。 

  また、本事業を実施した平成 25 年度が 635 戸、26 年度は 798 戸に及び、27

年度が 473 戸、28 年度が 215 戸、29 年度が 195 戸と推移していることから、

被災した方の住宅再建促進が一定程度図られたものと評価できる。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

 説明会の開催やパンフレットの制作・配布を行う業務の積算は岩手県の積算

基準、契約手続きは市財務規則に基づいており、本事業のコストは、妥当であ

ると評価できる。 

 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の業務期間 

業務委託 H26.１～H26.３ H26.１～H26.７ 

 来場者の利便性を考慮し、説明会の実施時期を厳冬期から気候温暖な季節に変

更したことにより、業務期間が延伸したが、所期の目的達成に当たって大きな支

障は生じておらず、本事業の事業手法は、妥当であると評価できる。 

 

事業担当部局 

 大船渡市企画政策部環境未来都市推進室 電話番号 0192-27-3111 
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下舘下仮設住宅 

沢川仮設住宅 

東町仮設住宅 

地ノ森仮設住宅 

山馬越仮設住宅 

永沢仮設住宅 

上平仮設住宅 

大田仮設住宅 

平林仮設住宅 

山岸仮設住宅 

小中井仮設住宅 

大豆沢仮設住宅 

長谷堂仮設住宅 

轆轤石仮設住宅 

大立仮設住宅 

鳥沢仮設住宅 

清水仮設住宅 

後ノ入仮設住宅 

後ノ入北仮設住宅 

山口仮設住宅 

長洞仮設住宅 

宮田仮設住宅 

下船渡仮設住宅 

富沢仮設住宅 

前田仮設住宅 

久名畑仮設住宅 

下権現堂仮設住宅 

猪川仮設住宅 

下富岡仮設住宅 

舘下仮設住宅 

木町仮設住宅 

合足仮設住宅 

大船渡市仮設住宅団地 

説明会場位置図① 
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黒土田仮設住宅 

仲崎浜仮設住宅 

甫嶺仮設住宅 

杉下仮設住宅 

大船渡市仮設住宅団地 

説明会場位置図② 
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説明会の実施（平成 26年５月 22日：大船渡市民文化会館） 

 

 

成果品及び配布パンフレット 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

  ★Ｄ－23－23－17 

事業名 

  防犯灯整備事業 

事業費 

  総額 4,544,764円（委託料 4,544,764円） 

事業期間 

  平成 26年度～平成 30年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

被災跡地及び新たに整備された防災集団移転住宅団地には防犯灯がなく、特に夜間

の通行に支障を来たすことから、早急に設置する必要があり、併せて、地域の防犯機

能をハード面で強化し、やすらぎのある安全な街づくりを推進するものである。 

【事業地区】 

 盛・大船渡・末崎・赤崎・綾里・越喜来地区 

事業結果 

  平成26年度 防災集団移転団地、災害公営住宅敷地への設置 計24灯 

 平成27年度 防災集団移転団地への設置 計48灯 

 平成29年度 防災集団移転団地への設置 計35灯 

 平成30年度 防災集団移転団地への設置 計15灯 

事業の実績に関する評価 

 東日本大震災により流失した防犯灯を整備したものである。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

復興事業等の進捗状況や地域等の特性に配慮し、地域要望等も加味しながら設

置を進めたことにより、夜間における視認性及び安全な通行が十分に確保され、

地域の防犯機能の向上につながったと評価できる。 

② コストに関する調査・分析・評価 

被災跡地への設置箇所を検討し、配置を行ったことで効率的な照度が確保さ

れ、低消費電力の LED防犯灯を設置したことから電気代の抑制につながり、防災

集団移転住宅団地への設置については、維持管理は地域負担とすることとしたこ

とから、市・地域双方にとってもコストの抑制につながったことは評価できる。 

また、本事業の契約に当たっては、大船渡市財務規則に基づいており適切であ

ると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

項目 想定事業期間 実際の事業期間 

業務委託 

（防犯灯設置） 

H26.４～H31.３ H26.４～H31.３ 

当初想定した期間内に迅速に設置を完了することができ、道路沿いの照明が整

備されたことで、歩行者等の安全が確保されたことから事業手法は適切であった

と評価できる。 

事業担当部局 

  大船渡市都市整備部建設課 電話番号 0192-27-3111 
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【施工写真】 

盛地区設置前① 盛地区完成① 

 
 

大船渡地区設置前② 大船渡地区完成② 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－13－２、★Ｄ－23－13－３ 

事業名 

 水路新設事業（神坂地区） 

事業費 

 総額 40,226,879円 

測量設計費 

用地補償費 

工事請負費 

 

7,124,760 

1,828,559 

31,273,560 

   

 

円 

円 

円 

 

平成27年度 

平成27年度 

平成27～28年度 

 

事業期間 

 平成26年度から平成28年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

当該事業は、東日本大震災で発生した津波により壊滅的な被害を受けた末崎地区

において、防災集団移転事業（神坂地区）の開発に伴い、団地の排水先が無いこと

から、水路を整備するものである。 

東日本大震災により甚大な被害を受けた大船渡市沿岸部において、住宅を失った

被災者の移住の安定及び恒久的な住宅の供給を図るため、防災集団移転促進事業や

災害公営住宅整備事業等の各種事業を推進している。 

 本事業により、防災集団移転促進事業で移転する人（移転促進区域から移転する

人）の住環境を整えることで、団地内の移住性・利便性の向上を図り、被災者の生

活再建や快適な街づくりを推進するものであり、移転促進区域から移転することに

伴い、整備する必要が生じたものである。 

【事業地区】 

 末崎地区 

 

事業結果 

 平成26年度   測量･設計･調査･物件移転補償 

平成27年度   測量･設計･調査･用地補償 

平成27～28年度 工事施工 

（工事概要） 

 水路新設 Ｌ＝453m、Ｗ＝0.3ｍ、用地補償Ａ＝216㎡ 

（主な工事内容） 

プレキャストＵ型側溝、自由勾配側溝、角型Ｕ字溝、現場打ち集水桝 

事業の実績に関する評価 

 

 

 

 

 

 

新たな防災集団移転事業（神坂地区）の開発に伴い、団地の排水先が無いことか

ら、水路を整備するものである。 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

防災集団移転団地の排水先が整備されることにより、住環境が整い、被災

者の生活再建や快適な街づくりが図られたことから、十分な効果が発揮され

たと評価できる。 
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② コストに関する調査・分析・評価 

本事業の設計積算及び契約に当たっては県の積算基準及び大船渡市財務規

則に基づいており、また、用地補償においても東北地区共通の基準に基づい

ているため適切であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価  

  項目 想定事業期間 実際の事業期間 

測量設計 H24.７～H24.10 H27.１～H27.７ 

用地補償 H24.10～H24.11 H27.９～H27.10 

工事施工 H27.９～H28.３ H27.10～H28.６ 

買収対象地の地権者の都合（漁業者であり、長期の漁で不在）により立会等

に時間を要したものの、防災集団移転団地の住宅竣工に間に合うよう水路を

整備する計画であったため、測量設計の目処が付き次第（委託の完了を待た

ず）用地買収し、早期の工事着手へ繋げた。 

また、水路の接続先となる、漁港復旧工事（県）との調整により工期が３カ

月延伸した。安全・快適な生活環境を整えることができたため、事業手法は

妥当であると評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市都市整備部建設課 電話番号0192-27-3111 
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【位置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

起点部 

終点部 

防災集団移転事業（神坂地区） 

水路新設事業（神坂地区） 
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【施工写真】 

起点部 着工前 起点部 完成 

  

終点部 着工前 終点部 完成 
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【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

事業番号 

 ★Ｄ－23－23－20 

事業名 

 被災跡地土地利用基本計画策定事業 

事業費 

  総額 148,206,698円（委託料 148,206,698円） 

事業期間 

 平成 26年度から令和２年度まで 

事業目的・事業地区（別紙として地図を添付） 

 【事業目的】 

災害危険区域指定を行った 26 地区のうち、防災集団移転促進事業による移転元地が

比較的多い 12地区（地ノ森、下船渡、細浦、小河原、泊里、碁石、赤崎、綾里、浦浜、

泊、甫嶺、崎浜）について、復興の促進を図るため、土地利用基本計画を策定する。 

【事業地区】 

 大船渡、末崎、赤崎、綾里、越喜来の各地区 

 

事業結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆平成 26、27年度 

 地元復興委員会等との意見交換会運営支援（資料作成、記録）（12地区） 

地域説明会及び地区懇談会運営支援（資料作成、記録）（12地区） 

ワークショップ開催運営（１地区） 

土地利用基本計画の策定（８地区） 

復興交付金事業申請資料の作成（８地区） 

◆平成 28、29年度 

 地元復興委員会等との意見交換会運営支援（資料作成、記録）（12地区） 

地域説明会及び地区懇談会運営支援（資料作成、記録）（２地区） 

ワークショップ開催運営（１地区） 

土地利用基本計画の策定（２地区） 

復興交付金事業申請資料の作成（３地区） 

計画策定に伴う用地調査 

◆平成 30、令和元年度 

地域説明会及び地区懇談会運営支援（資料作成、記録）（１地区） 

ワークショップ・まちづくり委員会開催運営（４地区） 

土地利用基本計画の策定（２地区） 

復興交付金事業申請資料の作成（３地区） 

計画策定に伴う用地調査 

◆令和２年度 

 計画策定に伴う用地調査 
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事業の実績に関する評価 

 ① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

   各地区の状況に応じた土地利用基本計画が策定されるとともに、不動産鑑定や用

地測量によって被災跡地の利活用が進み、復興の促進が図られたことは評価でき

る。 

② コストに関する調査・分析・評価 

委託料については、大船渡市財務規則等に基づき契約手続きを行っていることか

ら、本事業のコストは妥当であると評価できる。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

年 度 想定事業期間 実際の事業期間 

平成 26年度 H26.12～H27.３ H26.12～H27.３ 

平成 27年度 H27.４～H28.３ H27.４～H28.３ 

平成 28年度 H28.５～H29.３ H28.５～H29.３ 

平成 29年度 H29.４～H30.３ H29.４～H30.３ 

平成 30年度 H30.６～H31.３ H30.６～H31.３ 

令和元年度 H31.４～R２.３ H31.４～R２.３ 

令和２年度 R２.４～R３.３ R２.４～R３.１ 

業務委託は想定内に完了し、予定通り事業を進めることができたことから、事業

手法は適正と評価できる。 

事業担当部局 

 大船渡市都市整備部土地利用課 電話番号 0192-27-3111 
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別紙 災害危険区域と土地利用計画策定地区 位置図 

 

１ 災害危険区域指定地区 26地区、面積 770.58ha 

２ 土地利用計画策定地区 12地区 

     

 

 

 

 

 

 

 

※   は土地利用計画策定地区 

  

1 千歳地区 10 小石浜地区 19 赤崎地区 

2 根白地区 11 砂子浜地区 20 盛地区 

3 扇洞地区 12 野々前・白浜地区 21 大船渡（地ノ森）地区 

4 小壁地区 13 綾里地区 22 下船渡地区 

5 吉浜地区 14 小路地区 23 細浦地区 

6 崎浜地区 15 合足地区 24 碁石地区 

7 越喜来泊地区 16 長崎地区 25 末崎泊里地区 

8 浦浜地区 17 赤土倉地区 26 門之浜（小河原）地区 

9 甫嶺地区 18 蛸ノ浦地区     
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2016.3.17 細浦地区懇談会 

 

2015.6.29 崎浜地区 

 

2015.5.13 崎浜地区復興会議 
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浦浜・泊地区土地利用方針図の改定（案）説明資料 

 

 

泊・碁石地区土地利用計画説明資料 
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泊・碁石地区土地利用計画説明資料 

 

 

土地利用方針図の改定状況（市ＨＰで公開） 

地区名

浦浜地区 浦浜地区の土地利用方針図はこちらです。

泊地区 土地利用方針図を見直しました。 泊地区の土地利用方針図はこちらです。

甫嶺地区 （平成27年8月3日） 甫嶺地区の土地利用方針図はこちらです。

崎浜地区 崎浜地区の土地利用方針図はこちらです。

綾里地区 綾里地区の土地利用方針図はこちらです。

細浦地区 土地利用方針図を見直しました。 細浦地区の土地利用方針図はこちらです。

泊里地区

碁石地区 （平成28年3月30日）

土地利用方針図を見直しました。

（平成28年8月19日）

 土地利用方針図を見直しました。

（平成28年10月28日）

下船渡地区

赤崎地区

県道整備と調整を図りながら検討を進めています。 

土地利用方針図の見直しや被災跡地土地利用実現化方策の策定に向けて、地域と市が協働で被災跡地の利活用について

検討し、素案の作成作業を進めています。

土地利用方針図の見直し状況

泊里・碁石地区の土地利用方針図はこちらです。

小河原地区 小河原地区の土地利用方針図はこちらです。

地ノ森（新田）地区 大船渡地区等の土地利用方針図はこちらです。
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